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鳥取県企業経営者見通し調査
調査結果報告書
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【御利用にあたって】

１ 調査要領

本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を調

査したものである。

（１）調査対象

原則として県内にある従業者規模30人以上の事業所の中から300事業所を選定した。

※従業者規模200人以上の事業所：原則として全数調査

従業者規模200人未満の事業所：産業別に抽出

（２）調査時点 平成２６年５月１日現在

（３）調査方法 調査対象者の自計申告により行った。

（４）有効回答率

区 分 調 査 有 効 有 効 区 分 調 査 有 効 有 効

対象数 回答数 回答率(%) 対象数 回答数 回答率(%)

製造業 １１６ ９６ ８２．８ 非製造業 １８４ １５４ ８３．７

食料品 ２０ １７ ８５．０ 建設業 ２６ ２３ ８８．５

衣服・その他 ９ ８ ８８．９ 運輸・通信業 ２６ ２２ ８４．６

パルプ・紙 ７ ６ ８５．７ 卸売・小売業 ３５ ３４ ９７．１

金属製品 ９ ８ ８８．９ サービス業 ７９ ５９ ７４．７

一般機械 １１ ８ ７２．７ その他産業 １８ １６ ８８．９

電気機械 ４１ ３１ ７５．６

その他製造業 １９ １８ ９４．７ 合 計 ３００ ２５０ ８３．３

２ 利用上の注意

（１）四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。

（２）判断指標（ＢＳＩ＝ﾋﾞｼﾞﾈｽ･ｻｰﾍﾞｲ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ）とは、景気や売上高などの項目について、企業経営者が

「上昇（増加）と回答した割合」から「下降（減少）と回答した割合」を差し引いた値をいう。

（３）集計上の産業分類は、県民経済計算に用いる経済活動別分類（93ＳＮＡ分類）に基づいて行った。お

おむね日本標準産業分類に準拠するが、一部例外として扱うものもある。

（４）製造業、非製造業に属する各業種の上昇等の割合は、当該業種について各項目の有効回答数に対する

各項目内での選択肢の割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、県経

済に対する影響度を考慮して、平成２３年度の総生産額（平成２３年度鳥取県県民経済計算）により加

重平均したものである。（「３ 割合の算出方法」を参照）

（５）統計表の数値は、単位未満を四捨五入しており、内訳（構成比）が100％にならない場合がある。

３ 割合の算出方法

（１）製造業に属する「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」「その

他製造業」、非製造業に属する「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」「その他産業」

については、各業種の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。

【例】（当該業種の当該項目の選択肢回答数／当該業種の当該項目の有効回答数）×１００

（２）「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、平成２３年度経済活動別県内総生産額をウエイ

トとして、加重平均して求めた。

【例】製造業 ∑(食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･)／∑(食料品の総生産額＋･･･)

４ グラフの表記について

本書に記載されるグラフの横軸の数字が指示する内容は、以下のとおり。

・「１」 １～３月期（第１四半期） ・「２」 ４～６月期（第２四半期）

・「３」 ７～９月期（第３四半期） ・「４」 10～12月期（第４四半期）



調査対象：300事業所　／　有効回答　：　250事業所　／　有効回答率　：　83.3% 

製造業　　  96事業所　：　7業種＝｢食料品｣、｢衣服･その他｣、｢パルプ･紙｣、｢金属製品｣、｢一般機械｣、｢電気機械｣、｢その他製造業｣

非製造業 154事業所　：　5業種＝｢建設業｣、｢運輸･通信業｣、｢卸売･小売業｣、｢サービス業｣、｢その他産業｣

景気や売上高などの項目について、前の四半期に比べて「上昇（増加）と回答した割合」から「下降（減少）と回答した割合」を差し引いた値

1  業界の景気判断

　　○平成26年4-6月期の企業の景況感

・景気判断ＢＳＩはマイナス３７。５期ぶりにマイナス転換

・前期予想（マイナス２５）から下方修正。非製造業を中心に消費増税前の駆け込みの反動による需要減の影響を受け、大きく減速

　　○平成26年7-9月期以降の見通し

・平成26年7-9月期はプラス１３へと改善する見通し

・10-12月期もプラス１９と、景況感は持ち直し基調を維持する見込み

【表１】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（全産業） 【表２】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（製造業）

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

平成 18年 -22 -5 4 5 平成 23年 -42 -18 6 3

19年 -33 -13 -13 -9 24年 -41 1 -23 -9

20年 -59 -27 -37 -42 25年 -28 5 8 19

21年 -62 -31 -18 1 26年 0 -17 (18) (20)

22年 -31 -8 -2 -13 【表３】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（非製造業）

23年 -35 -35 5 -3 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月

24年 -34 -4 -5 -10 平成 23年 -33 -40 3 -6

25年 -23 7 19 25 24年 -32 -4 -1 -9

26年 6 -37 (13) (19) 25年 -22 7 21 26

26年 8 -40 (12) (19)

【注】 景気判断ＢＳＩは、業界の景気が「上昇する」と答えた企業から「下降する」と答えた企業の割合を差し引いた数値。（　）内は見通し

【図１】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩの推移（左＝全産業、右＝各業種）

【注】 は景気後退期。横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」（以下同じ）

　　○景況感の基調判断

（１）最近の動向

（２）注意点

主な要因
　・製造業　：　堅調なレジャー消費に支えられた食料品を除いて、消費増税前の駆け込み需要の反動減が下押し

　・非製造業　：　卸売・小売業で駆け込み需要の反動減が顕著。牽引役だった建設業、サービス業も大幅に悪化

 ・平成23年4-6月期を底に持ち直しに転じていたが、製造業の不振などが下押しして平成24年7-9月以降は横ばい圏内で一進一退

 ・平成25年7-9月期からは政府の景気対策などが刺激となり、建設や消費関連業種が牽引して持ち直しの動きが顕著になっていた

 ・最近の基調としては政策効果が製造業にも波及して引き続き持ち直しているが、足元では消費増税の影響から足踏みが見られる

・実体経済は着実に持ち直しているが、今後は設備投資の持続力や消費増税後の反動減からの回復ペースがカギ

・原燃料コストの上昇が引き続き収益の圧迫要因。非製造業では人材不足の深刻度も増している

　・非製造業　：　夏期ボーナス商戦や秋の行楽シーズンに向けて需要回復の期待が大きい
主な要因

平成２６年第２回鳥取県企業経営者見通し調査の結果概要（５月１日実施）

 ○企業の景況感を示す景気判断指数（ＢＳＩ）は、足元の平成２６年４－６月期がマイナス３７

 ○平成２５年１－３月期以来、５期ぶりのマイナス。基調は持ち直しの動きに足踏みが見られる

 ○前期（平成26年1-3月期）予想から下方修正。製造業、非製造業ともに下振れ

 ○３か月後（平成26年7-9月期）の先行き予想は、プラス１３へと改善する見通し

【回答の状況】

【回答の内訳】

　・製造業　：　衣服・その他を除いて、駆け込み需要の反動減の影響から早期に脱する見込み

【「ＢＳＩ」とは】
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2  業種別の状況

【表４】県内企業の業界の景気判断ＢＳＩ（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

H26/1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

全産業 6 -37 13 19
製造業 0 -17 18 20

食料品 -53 6 5 53 畜産品、水産品、パン・菓子

衣服・その他 -22 -25 -38 -12

パルプ・紙 -15 -33 16 33

金属製品 -15 -50 50 25

一般機械 70 -25 25 0

電気機械 8 -12 22 7 電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

その他製造業 20 -39 11 33 飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

非製造業 8 -40 12 19

建設業 39 -34 9 13

運輸・通信業 23 -36 14 36 道路旅客運送、道路貨物運送、通信

卸売・小売業 37 -53 29 20

サービス業 -21 -39 18 10 宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、建物サービス、警備

その他産業 6 -36 0 23 農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

【表５】自己企業の売上高判断ＢＳＩ（各業種）

前回 今回 ３か月後予想 ６か月後予想

H26/1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

全産業 0 -26 24 15

製造業 -5 -8 7 23

食料品 -56 29 -6 76 畜産品、水産品、パン・菓子

衣服・その他 -22 -50 -50 -13

パルプ・紙 0 17 33 0

金属製品 -29 -25 12 12

一般機械 50 -37 38 13

電気機械 6 -3 17 3 電子部品・デバイス、電気機械器具、情報通信器具

その他製造業 5 -39 -17 47 飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

非製造業 0 -29 26 15

建設業 41 -17 13 -13

運輸・通信業 0 -13 13 27 道路旅客運送、道路貨物運送、通信

卸売・小売業 12 -53 32 20

サービス業 -19 -20 32 5 宿泊・飲食、娯楽、廃棄物処理、建物サービス、警備

その他産業 0 -33 27 22 農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

　　○製造業の景況感

＜主な動き＞

・金属製品　：　建設・建築向けの需要低迷などから、景況感は持ち直しの動きが一服

・一般機械　：　投資意欲の回復が広がり、足元で足踏みするも、景況感は着実に持ち直し

＜企業からの声＞

　　○非製造業の景況感
＜主な動き＞

・運輸・通信業　：　旅客が底堅いものの貨物が鈍化し、景況感は持ち直しの動きが一服

・卸売・小売業　：　足元は増税後の反動減が顕著で景況感は足踏みするも、持ち直し基調は維持

＜企業からの声＞

・社内の技術者や下請会社の人材不足が深刻。消費増税の影響で販売不振（建設業）

・食品スーパーの景況は消費増税後、一部で買い控えがあったが全体としては回復基調（卸売・小売業）

・宿泊を中心に販売室数、室単価が上昇。一方、地元景気の回復鈍化で飲食は苦戦中（サービス業）

含まれる主な業種

含まれる主な業種

＜主な動き＞

 ○製造業

　　・食料品　：　国内のレジャー消費が堅調のため菓子類は底堅く、水産・畜産品も安定

　　・電気機械　：　家電などで駆け込み需要の反動減が大きいが、スマートフォン向けなど電子部品が堅調

 ○非製造業

 　 ・建設業　：　土木関連は季節的な公共工事量の減少、建築関連は注文住宅の反動減が響く

　　・卸売・小売業　：　今期は駆け込み需要の反動減が顕著。来期以降はボーナス増額など所得環境の改善に期待

・現況に大きな変化はなく、業況は安定傾向。前年度並みの推移が見込める（食料品）

・業界の景気は回復が目立つが、足元では国内販売が落ち込み、受注量の減少が見られる（電気機械）

・駆け込み需要の反動が若干あるが、これまでの豊富な受注残で補えている（その他製造）



3  その他の主な指標

○在庫水準
・製造業　：　「適正」73%、「過大」19%、「不足」8%で、過剰感はほぼ横ばい。次期は「適正」が増加して過剰感は解消の見通し

・卸売・小売業　：　「適正」79%、「過大」15%、「不足」6%で、過大超過に。次期は過剰感が解消する見通し

ポイント ・今期は駆け込み需要による在庫逼迫の反動から平時の水準に戻ったが、来期は再び引き締まる見通し

【図２】在庫水準が「適正」の割合の推移 【図３】在庫水準ＢＳＩ（過大－不足）の推移

○設備投資

・製造業　：　4-6月期に1000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は29%で、前期より上昇。来期は27%に低下の見通し

・非製造業　：　4-6月期に1000万円以上の設備投資を「した（する）」企業は30%で、前期より低下。来期は21%に低下の見通し

ポイント  ・設備更新の動きに加え、来期以降の需要回復を見込んで生産・販売力の強化に向けた積極的な投資も目立つ

【図４】設備投資を「した（する）」の割合の推移 【表６】経営強化投資の実施割合（％、4-6月期）

 その他産業

 パルプ･紙

 電気機械

 卸売･小売業

 一般機械

 金属製品

 衣服･その他

 運輸･通信業

 食料品

 その他製造業

 建設業

 サービス業
※設備投資を「した（する）」割合×投資目的が「生産・販売力強化」の割合で算出

○経営上の問題点

・製造業　：　上位２項目は「売上・受注不振」、「原材料等価格高」。「人件費増大」も高水準

・非製造業　：　上位２項目は「競争激化」、「売上・受注不振」。「人手不足」はやや一服したが36％となお高水準

ポイント  ・変動費、固定費の両面でコスト高が引き続き深刻な課題。非製造業では消費増税後の反動減で「売上・受注不振」も上昇

【図５】経営上の問題点の推移
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生産・販売力強化投資の割合
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詳しくは… 統計表第１表（p19）

■図１　業界の景気判断ＢＳＩ 概況
【注】 １　横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表１　業界の景気判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(11) (14)
上昇 21 22 20 11 25 32 35 27 9 25 27

(43) (55)
変わらない 48 46 44 53 54 54 54 51 44 52 45

(36) (11)
下降 25 27 30 34 18 13 10 21 46 12 8

(-25) (3)

-4 -5 -10 -23 7 19 25 6 -37 13 19

(-11) (6)
製造業 ＢＳＩ 1 -23 -9 -28 5 8 19 0 -17 18 20

(-27) (3)
非製造業 ＢＳＩ -4 -1 -9 -22 7 21 26 8 -40 12 19

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

1  業界の景気判断（全産業）

　・足元４～６月期の景気判断は「－３７」と５期ぶりのマイナス。１～３月期の「６」から悪化
　・先行き７～９月期は「１３」へとプラス転換し、１０～１２月期も「１９」と改善が続く見通し

ポイント

業種別の状況

ＢＳＩ
(上昇-下降）

全産業

← 見 通 し →

平成24年 25年 26年

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

21年 22年 23年 24年 25年 26年 

-80

-60

-40

-20

0

20

40

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

21年 22年 23年 24年 25年 26年 

-80

-60

-40

-20

0

20

40

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

21年 22年 23年 24年 25年 26年 

○平成２６年５月１日時点での業界の景気に関

する判断指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、

足元の同年４～６月期が「－３７」と５期ぶ

りのマイナスとなった。 

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、

足元では足踏みが見られるものの、基調とし

ては持ち直しの動きが続いている。 

○先行きは、平成２６年７～９月期に「１３」

へとプラス転換し、同１０～１２月期は「１

９」と改善が続く見通し 

【製造業】 

○足元の４～６月期は、一般機械などが悪化し、

「－１７」とマイナス転換 

○先行き７～９月期は、金属製品などが改善し、

「１８」へとプラス転換する見通し 

【非製造業】 

○足元の４～６月期は卸売・小売業などが悪化

し、「－４０」と５期ぶりのマイナス 

○先行き７～９月期は、サービス業などが改善

し、「１２」へとプラス転換する見通し 



詳しくは… 統計表第２表（p19）、第３表（p20）

■図２　自己企業の売上高判断ＢＳＩ 概況
【注】 １　横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表２　自己企業の売上高判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(16) (30)
増加 29 32 32 22 27 38 38 34 19 38 30

(39) (56)
変わらない 35 40 37 41 39 39 40 32 36 48 55

(45) (15)
減少 36 28 31 38 34 23 22 34 45 14 15

(-29) (15)

-7 4 1 -16 -7 15 16 0 -26 24 15

(-22) (-7)
製造業 ＢＳＩ 0 -26 4 -34 4 8 30 -5 -8 7 23

(-30) (18)
非製造業 ＢＳＩ -8 11 0 -13 -9 16 13 0 -29 26 15

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

ＢＳＩ
(増加-減少）

全産業

← 見 通 し →

平成24年 25年 26年

業種別の状況

2  自己企業の売上高判断（全産業）

　・足元４～６月期の売上高判断は「－２６」と、４期ぶりのマイナス。１～３月期の「０」から悪化
　・先行き７～９月期は「２４」へとプラス転換し、１０～１２月期も「１５」とプラスを維持する見通し
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○平成２６年５月１日時点での自己企業の売上

高に関する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）

は、足元の同年４～６月期が「－２６」と、４

期ぶりのマイナスとなった。 

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、足

元ではやや足踏みが見られるものの、基調とし

ては、緩やかな持ち直しの動きが続いている。 

○先行きは、平成２６年７～９月期が「２４」へ

とプラス転換し、同１０～１２月期も「１５」

とプラスを維持する見通し 

【製造業】 

○足元の４～６月期は、一般機械などが悪化し、

「－８」と２期連続のマイナス 

○先行き７～９月期は、金属製品などが改善し、

「７」へとプラス転換する見通し 

【非製造業】 

○足元の４～６月期は、卸売・小売業などが悪化

し、「－２９」と４期ぶりのマイナス 

○先行き７～９月期は、サービス業などが改善し

て、「２６」へとプラス転換する見通し 



詳しくは… 統計表第４表（p20）、第５－１表・第５－２表（p21）

■図３　自己企業の経常利益判断ＢＳＩ 概況
【注】 １　横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表３　自己企業の経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期

(15) (20)
増加 26 24 29 20 25 24 32 27 14 27 32

(48) (63)
変わらない 38 48 44 43 44 48 47 38 41 59 56

(37) (17)
減少 36 28 27 37 31 28 21 34 45 14 12

(-22) (3)

-10 -4 2 -17 -6 -4 11 -7 -31 13 20

(-15) (-14)
製造業 ＢＳＩ -6 -27 5 -33 -3 -8 13 -5 -12 4 27

(-24) (6)
非製造業 ＢＳＩ -10 1 1 -15 -6 -4 11 -8 -34 14 19

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

業種別の状況

3  自己企業の経常利益判断（全産業）

　・足元４～６月期の経常利益判断は「－３１」と２期連続のマイナス。１～３月期の「－７」から悪化
　・先行き７～９月期は「１３」へとプラス転換し、１０～１２月期は「２０」と改善が続く見通し

ポイント
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○平成２６年５月１日時点での自己企業の経常

利益に関する判断指数（BSI：「増加」－「減少」）

は、足元の同年４～６月期が「－３１」と２期

連続のマイナスとなった。 

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、足

元では足踏みがみられるものの、基調としては、

緩やかに持ち直しつつある。 

○先行きは、平成２６年７～９月期は「１３」へ

とプラス転換し、同１０～１２月期は「２０」

と改善が続く見通し 

【製造業】 

○足元の４～６月期は、一般機械などが悪化し、

「－１２」と２期連続のマイナス 

○先行き７～９月期は、金属製品などが改善し、

「４」へとプラス転換する見通し 

【非製造業】 

○足元の４～６月期は、建設業などが悪化し、「－

３４」と２期連続のマイナス 

○先行き７～９月期は、卸売・小売業などが改善

し、「１４」へとプラス転換する見通し 



統計表第１～５－２表（p19-21）

製造業

食料品 増税で勢いを欠くが安定しており、景況感は足踏み状態が続く

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(17) (6)

景気 35 -6 58 -53 6 5 53
(13) (-17)

売上高 23 7 89 -56 29 -6 76
(23) (-11)

経常利益 12 -13 74 -47 29 -6 76

衣服・その他 増税の影響が長引く懸念があり、景況感はなお弱含み

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-45) (0)

景気 -25 14 16 -22 -25 -38 -12
(-22) (-22)

売上高 -37 15 50 -22 -50 -50 -13
(-22) (-22)

経常利益 -50 -15 33 -22 -75 -50 0

パルプ・紙 増税後の反動減に直面し、景況感は依然として足踏み状態

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-15) (-14)

景気 0 -20 0 -15 -33 16 33
(0) (16)

売上高 0 0 20 0 17 33 0
(-50) (16)

経常利益 -40 20 0 28 -16 16 -16

金属製品 建設・建築向けの需要低迷などから、景況感は持ち直しの動きが一服

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-43) (43)

景気 -43 12 50 -15 -50 50 25
(-29) (15)

売上高 -14 0 33 -29 -25 12 12
(-29) (15)

経常利益 -43 0 0 -29 -25 12 12

← 見 通 し →

← 見 通 し →

26年

25年 26年

25年 26年

← 見 通 し →

25年 26年

4  業種別の状況（景気、売上高、経常利益） 詳しくは…

← 見 通 し →

25年
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春季は季節的に景況が改善するが、消費増税の影響から改善は小幅

にとどまった。ただ、駆け込み需要の反動減は少なく、堅調なレジ

ャー消費を背景とした菓子類にも支えられて需要は比較的安定し

ており、景況感は足踏み状態が続いている。 
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夏物衣料の生産は前年並みで推移しているが、紳士服を中心に消費

増税の影響が長期化する懸念がある。秋冬物に向けては、製品価格

が低迷する中で、円安の進行に伴う輸入原材料の高騰も加わり、慎

重な生産計画となる見込み。景況感はなお弱含んでいる。 
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４～６月期は消費増税前の駆け込み需要の反動減が避けられない。

来期以降は生産活動の回復に伴って紙需要が持ち直しに向かう兆

しがあるものの、足元では円安による原燃料高などコスト増も下押

し要因となって、景況感は依然として足踏み状態にある。 
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足元では公共工事が端境期にあり、住宅着工も駆け込み需要の反動

減が出ており、建設・建築向け資材は低調。全般的な需要低迷から、

景況感は持ち直しの動きが一服している。ただ、今後は回復基調に

戻る見込み。 

各業種の平成２６年４～６月期の景気判断、売上高判断、経常利益判断について、背景にあると考えられる要因等を

含めて、その動向を以下のとおりまとめた。なお、要因等については、鳥取銀行、山陰経済経営研究所、鳥取信用金庫、

米子信用金庫、鳥取環境大学地域イノベーション研究センターの意見等を参考にした。 



一般機械 投資意欲の回復が広がり、足元で足踏みするも、景況感は着実に持ち直し

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-30) (0)

景気 0 9 40 70 -25 25 0
(-40) (-11)

売上高 9 -18 30 50 -37 38 13
(-60) (-12)

経常利益 -18 -36 20 40 -25 13 14

電気機械 家電で反動減が出るもスマホなどが支え、景況感は鈍化しつつも持ち直しを維持

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-3) (8)

景気 3 16 0 8 -12 22 7
(-20) (-3)

売上高 0 17 0 6 -3 17 3
(-14) (-15)

経常利益 -6 -3 -16 9 -16 17 11

その他製造業 印刷・輸送機械で受注減も鉄鋼は底堅く、景況感は緩やかな持ち直しが続く

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-40) (-10)

景気 -6 -5 16 20 -39 11 33
(-52) (-18)

売上高 5 -5 42 5 -39 -17 47
(-31) (-29)

経常利益 16 -15 26 -10 -22 -23 47

非製造業

建設業 増税反動や季節要因で工事量が減少し、景況感は足踏み状態

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-35) (-4)

景気 0 17 39 39 -34 9 13
(-59) (-4)

売上高 -25 0 5 41 -17 13 -13
(-59) (-14)

経常利益 -25 4 5 36 -53 31 -13

25年

← 見 通 し →

← 見 通 し →

26年

25年 26年

25年 26年

← 見 通 し →

← 見 通 し →

※「その他製造業」に含まれる主な業種：飼料、家具、印刷、鉄鋼、輸送用機械器具

25年 26年
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補助金や税制面での政策支援が追い風となって、中小企業にも設備

投資に踏み切る動きが出始めている。足元では消費増税の反動減で

やや足踏みしているものの、景況感は着実に持ち直している。増税

の影響は短期で収束する見込みだが、先行きには減速懸念も。 
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家電関連は消費増税の反動減が大きいが、自動車向けの電装品や液

晶素子などスマートフォン関連が下支えし、全体として増税の影響

は軽微にとどまっている。足元の景況感は持ち直しの動きが鈍化し

ているものの、先行きはおおむね堅調に推移する見込み。 
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鉄鋼は建材向け鋼材の受注残が多く消費増税の影響は限定的だが、

印刷や輸送機械では受注の反動減が大きい。ただ、先行きは回復に

向かう見込みで、総じて景況感は足元で足踏みが見られるものの、

緩やかな持ち直しの動きが続いている。 
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建築関連は注文住宅で消費増税の反動減が大きく、土木関連も季節

要因で工事量が減少し、景況感は足踏み状態。今後も昨年ほどの勢

いはなく減速傾向が続くものの、公共工事の発注回復や住宅のリフ

ォーム需要が支えて、高い水準を保つ見込み。 



運輸・通信業 旅客が底堅いものの貨物が鈍化し、景況感は持ち直しの動きが一服

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-16) (11)

景気 -5 21 9 23 -36 14 36
(-23) (20)

売上高 0 17 14 0 -13 13 27
(-23) (8)

経常利益 -5 0 5 -8 -45 -13 23

卸売・小売業 足元は増税後の反動減が顕著で景況感は足踏みするも、持ち直し基調は維持

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-37) (12)

景気 7 38 31 37 -53 29 20
(-40) (12)

売上高 13 34 31 12 -53 32 20
(-43) (6)

経常利益 13 17 25 18 -56 23 17

サービス業 事業活動の停滞や消費心理の悪化で、景況感は持ち直しの一服感が強まる

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-26) (2)

景気 22 24 24 -21 -39 18 10
(-8) (18)

売上高 4 22 21 -19 -20 32 5
(-9) (11)

経常利益 -3 6 14 -21 -31 21 8

その他産業 銀行は個人向けが低調で農林水産も低迷し、景況感は持ち直しの動きが一服

 ■図　業界の景気判断ＢＳＩ ■表　景気判断、売上高判断、経常利益判断ＢＳＩ

2 3 4 1 2 3 4
(-25) (0)

景気 0 12 25 6 -36 0 23
(-38) (26)

売上高 -29 6 0 0 -33 27 22
(-19) (6)

経常利益 -12 -23 6 -18 -20 7 36

【注】 １　グラフの横軸、表の年の下の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

３　表の（　　）内は前回調査での見通し

← 見 通 し →

← 見 通 し →

25年 26年

25年

※「その他産業」に含まれる主な業種：農林水産、電気・ガス、金融・保険、物品賃貸

← 見 通 し →

← 見 通 し →

26年

25年 26年

25年 26年
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旅客輸送は団体客が不振だったものの、アクセスの改善により個人

客が底堅かったと見られ、業績の悪化は小幅。一方、貨物輸送は増

税の反動で住宅、製造業関連で荷動きが鈍化し、高速料金の負担増

も痛手に。総じて景況感は持ち直しの動きが一服している。 
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足元は消費増税の反動減が顕著。百貨店や自動車販売店などでは落

ち込みが激しいが、スーパーは一部で反動減の早期縮小も。景況感

は足元では足踏みするも、持ち直し基調は維持している。夏場以降

はボーナス増額などによる消費回復への期待が高まる。 
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消費増税後の反動減や季節要因により事業活動が停滞し、人材や建

設、廃棄物処理、警備などが不振。消費者心理の悪化で宿泊・飲食

なども落ち込んでおり、足元では景況感は持ち直しの一服感が強ま

っている。先行きも昨年に比べてやや鈍い動きとなる見込み。 
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金融関連は銀行で事業向け融資は復調傾向だが、個人向けはマイカ

ーローンが低調。株価の上昇が頭打ちとなった証券は停滞気味。農

林水産も低迷しており、総じて景況感は持ち直しの動きが一服して

いる。 



詳しくは… 統計表第６表（p22）

■図４　自己企業の生産数量判断ＢＳＩ（製造業） 概況
【注】 １　横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

２　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

■表４　自己企業の生産数量判断ＢＳＩ（製造業） ←見通し→

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(29)
増加 33 25 43 17 41 35 50 32 31 27

(31)
変わらない 34 32 24 38 31 40 33 30 33 52

(40)
減少 33 43 33 46 28 25 17 37 37 21

(-11)

0 -18 10 -29 13 10 33 -5 -6 6

【注】 　（　　）内は前回調査での見通し

25年 26年

5  生産数量の判断（製造業）

　・足元４～６月期の生産数量判断は「－６」と２期連続のマイナス
　・先行き７～９月期は「６」へとプラス転換する見通し

ポイント

ＢＳＩ
(増加-減少）

平成24年
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【図】経営強化投資の実施割合の推移（％） 
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○自己企業（製造業）の生産数量に関する

判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、

足元の平成２６年４～６月期が「－６」

となり、２期連続のマイナスとなった。 

○足元の動きは、前期に高水準だった一般

機械のほか、その他製造業、衣服・その

他などの悪化が影響した。 

○４期（１年）後方移動平均の動きを見る

と、足元でやや足踏みが見られるものの、

直近１年の基調としては、緩やかな持ち

直しの動きが続いている。 

○先行き７～９月期は、食料品などで減産

が見込まれるが、一般機械、金属製品な

どの増産見通しが寄与して、「６」へとプ

ラス転換する見通し 

徐々に回復の兆しを見せる前向きの設備投資 データを 
読む。 

 工場での増産や店舗での販売拡大に向けた積極的

な設備投資の回復が、徐々に鮮明になっている。 

 今回の調査結果によると、平成26年4-6月期に「生

産・販売力強化」を目的とした設備投資の実施割合

は、製造業、非製造業ともに12％。前期比で見ると1～

2ポイントのわずかな伸びだが、過去10年のトレンドから

は長期的な低迷状態から脱する兆しが現れつつある。 

 製造業はかつての勢いには欠けるものの、直近3期

は10年間の平均ライン（12％）付近で推移。非製造業

も平成24年の後半からは平均値（8％）を超えることが 

多くなった。 

 比較的高い水準での安定した動きの背景には、設備

投資に対する国や県による補助金制度の存在がある。

金融関係者によると、補助金が追い風となって新型機

械の導入や新事業への進出に踏み切るケースが増え

ているという。 

 潜在的な投資需要を行政の支援が引き出した形だ

が、先行きも持続できるかはまだ不透明。7-9月期に投

資を刺激する消費や輸出がどれだけ回復するかが今

後の行方を左右しそうだ。 

        製造業 

        非製造業 

              景気後退期 

製造業の平均＝12% 

非製造業の平均＝8% 

見
通
し
 

【注】 ・設備投資を「した（する）」割合×投資目的が「生産・販売力強化」の割合で算出 

    ・平均値は平成16年1-3期から26年4-6月期までの値で算出 



詳しくは… 統計表第７表（p22）

ポイント

概況

■図５　自己企業の在庫水準判断（製造業、卸売・小売業）

詳しくは… 統計表第８表（p22）

ポイント

概況

■図６　自己企業の生産設備の規模判断（製造業）

7  生産設備の規模判断（製造業）

　・平成２６年４月末時点での生産設備BSIは「７」と、前期「９」から過剰感がやや緩和

6

　・製造業の足元の在庫水準BSIは「１１」と、前期「１０」から過剰感はほぼ横ばい
　・卸売・小売業の足元の在庫水準BSIは「９」と、前期「－１３」から過大超過に転じる

 在庫水準の判断（製造業、卸売・小売業）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

22年 23年 24年 25年 26年 

卸売・小売業 過大 適正 不足 

見
通
し
 

-10

0

10

20

30

40

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2

22年 23年 24年 25年 26年 

【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」 

(BSI)=「過大」－「不足」 

【製造業】 

○平成２６年５月１日時点での在庫水準について、足元

の同年４～６月期において事業所の７３％が「適正」

と判断した（前期７７％）。また、「過大」は１９％、「不

足」が８％となった。 

○在庫水準に関する判断指数（BSI：「過大」－「不足」）

は「１１」となり、前期「１０」から過剰感はほぼ横

ばいの動きとなった。 

○先行き７～９月期は、「適正」が８５％に増加し、Ｂ

ＳＩは「０」と過剰感が解消する見通し 

【卸売・小売業】 

○足元４～６月期は「適正」が７９％（前期６９％）、「過

大」が１５％、「不足」が６％であり、BSIは「９」と

なって前期「－１３」から過大超過に転じた。 

○先行き７～９月期は「適正」が８８％に増加し、BSI

は「０」と過剰感が解消する見通し 

○平成２６年４月末時点での自己企業（製造業）の生産

設備の状況は、「適正」判断が６７％（前期６８％）、

「過大」が２０％、「不足」が１３％となった。 

○この結果、生産設備の規模に関する判断指数（BSI：「過

大」－「不足」）は「７」となり、前期の「９」から過

剰感がやや緩和した。 
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【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」 

見
通
し
 



詳しくは… 統計表第９－１表・第９－２（p23）、第９－３表（p24）

■図７　自己企業の設備投資の動向 概況
【注】 １　縦軸の数字は、1,000万円以上の設備投資をした（する）割合（％）

２　横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

３　グラフの太線は、４期（１年）後方移動平均。網掛けは、見通し

全産業

製造業 非製造業

■表５　自己企業の設備投資の動向 ←見通し→

2 3 4 1 2 3 4 1 2 3

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(24)
全産業 22 27 30 25 21 25 28 32 30 22

(27)
製造業 26 30 26 24 17 22 24 26 29 27

(24)
非製造業 21 26 30 25 21 25 28 33 30 21

【注】 1,000万円以上の設備投資をする（した）割合（％）。　（　　）内は前回調査での見通し

平成24年 25年 26年

8  設備投資の動向（全産業）

　・足元４～６月期における設備投資の実施は３０％で、前期から２ポイント低下。製造業は上昇、非製造業は低下
　・先行き７～９月期は、２２％が設備投資を計画。製造業、非製造業ともに低下の見通し

ポイント

業種別の状況
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○平成２６年５月１日時点での自己企業の設備

投資（１千万円以上）の実施状況は、足元の同

年４～６月期では３０％の事業所が「実施した

（する）」と回答した。 

○４期（１年）後方移動平均の動きを見ると、直

近の基調としては、足踏みを伴いつつも持ち直

しの動きが続いている 

○先行き７～９月期の設備投資を「実施する」事

業所は２２％へと低下する見通し 

【製造業】 

○足元の４～６月期の実施事業所は２９％と、

前期２６％から上昇 

○先行き７～９月期の計画事業所は２７％へ

とやや低下する見通し 

【非製造業】 

○足元の４～６月期の実施事業所は３０％と、

前期３３％からやや低下 

○先行き７～９月期の計画事業所は２１％へ

と低下する見通し 



詳しくは… 統計表第10表（p24）

ポイント

概況

■図８　自己企業の資金繰りの判断
【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

■表６　自己企業の資金繰り判断ＢＳＩ ←見通し→

2 3 4 1 3 4 1 2 3

4-6月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 7-9月期 10-12月期 1-3月期 4-6月期 7-9月期

(-15)
全産業 -18 -16 -13 -17 -16 -15 -16 -14 -14

(-22)
製造業 -28 -25 -29 -27 -28 -17 -32 -26 -30

(-14)
非製造業 -16 -13 -9 -16 -14 -15 -13 -13 -10

【注】 （　　）内は前回調査での見通し

25年 26年

4-6月期

-13

-29

-10

2

9

　・足元４～６月期の資金繰りの判断ＢＳＩは「－１４」と、前期の「－１６」からやや改善
　・先行き７～９月期のＢＳＩは「－１４」と、横ばいで推移する見通し

 資金繰りの判断（全産業）

業種別の状況

平成24年

○平成２６年５月１日時点での資金繰りの判断は、足元の

同年４～６月期において「適正」とする割合が６６％（前

期６８％）、「余裕がある」が１０％、「余裕がない」が２

４％となった。 

○この結果、資金繰りに関する判断指数（BSI：「余裕があ

る」－「余裕がない」）は「－１４」となり、前期の「－

１６」からやや改善した。 

○先行き７～９月期の BSIは、「－１４」と横ばいで推移す

る見通し 
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(BSI)=「余裕がある」－「余裕がない」 

【製造業】 

○足元４～６月期は「余裕がない」が３７％へと減少し、

BSI は「－２６」と前期「－３２」から改善 

○先行き７～９月期の BSIは、「－３０」へと悪化する見通

し 

【非製造業】 

○足元４～６月期は「余裕がない」が２２％とほぼ横ばい

となり、BSIも「－１３」と前期から横ばいの動き 

○先行き７～９月期の BSIは、「－１０」へとやや改善する

見通し 

見通し 
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詳しくは… 統計表第11表（p25）

ポイント

概況

■図９　自己企業の経営上の問題点（上位５項目）

【注】 横軸の数字は、「１＝1-3月期」「２＝4-6月期」「３＝7-9月期」「４＝10-12月期」

10  企業経営上の問題点（全産業）

　・全産業の上位３項目は、「競争激化」、「売上・受注不振」、「原材料等価格高」
　・製造業の首位は「売上・受注不振」、非製造業は「競争激化」

業種別の状況

平成２６年５月１日時点での自己企業の経営上の問題点を尋ねたところ（全１５項目から３項目まで選択）、「競争激

化」（５６％）、「売上・受注不振」（４０％）、「原材料等価格高」（３８％）が上位３項目となった。 
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【製 造 業】「売上・受注不振」が５０％と最も割合が高く、次いで「原材料等価格高」（４３％）、「競争激化」（４２％）

「製品販売価格安」（３６％）の順となり、これらの４項目で３０％を超える水準となっている。業種別

に見ると、「売上・受注不振」と回答した割合が最も高いのはパルプ・紙（６７％）であり、「原材料等

価格高」でもパルプ・紙（１００％）だった。 

【非製造業】「競争激化」が５８％と最も割合が高く、次いで「売上・受注不振」及び「原材料等価格高」（３８％）、

「人手不足」（３６％）の順となっている。業種別に見ると、「競争激化」と回答した割合が最も高いの

はサービス業（６４％）であり、「売上・受注不振」では卸売・小売業（６９％）、「原材料等価格高」で

は運輸・通信業（６７％）だった。 
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11 自由記入欄の傾向

４月の消費税率の引き上げは、県内企業に経営体力や業績回復力を厳しく問うことになった。売上高が大

きく落ち込んで、かねてからの原燃料高、人手不足などのコスト上昇要因とのダブルパンチを被ったとのコ

メントも多い。一方で、増税を機に戦略を見直すなどして持ちこたえ、反動減が収束する近い将来に希望を

見る声も散見される。増税が与えるダメージの軽重により、この先、県内企業の景況感の二極化傾向がより

鮮明になる可能性もある。

製 造 業 ・建築物件は公共、民間ともに繁忙。機械、金型も忙しい（金属製品）

・国内市場に変化はないが、海外需要の増加と為替水準の円安傾向が寄与して黒字は確保で

きる見込み（電気機械）

・４月の受注は前年比１割減。今後どれだけ減っていくか不透明（その他製造）

非製造業 ・消費増税まで仕事量は増えていたが、４月からは通常の水準に戻った（建設業）

・景況は運送原価高騰の中、非常に厳しい。軽油価格の高止まりに加え、高速道路料金の割

引の大幅引き下げ、人件費上昇が要因（運輸・通信業）

・人材の募集に対し応募数が減っているようだ。地元へのＵターンも同様（卸売・小売業）

・テレビは全国スポンサーが好調だが、地方スポンサーが低迷している（サービス業）

Ｔｈｅ Ｖｏｉｃｅｓ ｏｆ ”ＧＥＮＢＡ”

消費増税と経済心理の構造転換

消費税率の引き上げで経済はどの程度の規模、期間で

冷え込むのか。当面の景気動向を読み解く上で最大の焦

点となるのは、増税の下押し効果だ。景気回復の持続力を

占うこのテーマに関する県内企業のコメントは、明暗が交錯

するまだら模様となった。

「消費増税による消費マインドの減退に伴い、売上高が

数量・単価両面で減少している」。増税のマイナス影響が最

も顕著に表れたのは、この声に代表される卸売・小売業だ。

とりわけ自動車や貴金属など高額品を扱う企業では、「４月

は入札を除くと新車受注がないに等しい状況で、予想以上

の落ち込み」、「６、７月まで大変な状況になるのではない

か」といった厳しい見方が目立つ。

ただ悲観一色では

ない。食料品が主力の

スーパーでは「自店に

関しては消費増税の影響がすでに薄くなっている」、「増税

後は一部で買い控えがあったものの全体としては回復の見

通し」など反動減は限定的のようだ。

こうした判断の温度差は他業種でも見られる。宿泊・飲食

サービス業では「増税後、レジャー関係全般で需要が減少

している」、「売上が上昇する見通しがなく、厳しい年になり

そう」など不振を嘆く意見の一方で、「増税の影響はそれほ

ど見られない。増税分の転嫁もまずまず」、「宿泊を中心に

販売室数、室単価ともに上昇した」など復調への手応えを

指摘する声が併存する。

製造業でも「消費増税の反動が大きく、３～４割ダウンし

ている。回復時期の見通しが立っていない」（電気機械）に

対して、「反動減が若干みられたが、豊富な受注残があり

生産にはほとんど影響がない」（その他製造）などばらつき

が目立つ。

このように増税の影響に関する県内企業の回答には濃淡

があり、共通項を見いだすのは難しい。ただ、今回調査で

業界の景気判断ＢＳＩが７～９月期にはプラス転換し、１０～

12月期もプラスを維持するという予想になったことから考え

ると、「反動減は経営を揺るがすほど深刻な打撃ではなく、

比較的短期に収束する」という見立てに落ち着きそうだ。

背景にあると考えられるのは、雇用・所得環境の改善に

支えられた、価格水準よりも価格に見合う価値を重視する

「経済心理のモードチェンジ」だ。増税後にもかかわらず、４

月の白物家電の国内出荷額（日本電機工業会調べ）や外

食売上高（日本フードサービス協会調べ）が前年同月比で

プラスになったのも、消費者が高価格や価格上昇に寛容に

なりつつあることの表

れだろう。

もっとも、企業にとっ

ては、価格の上昇は売上アップにつながる一方でコストの

増加要因にもなる。「大企業と中小企業の間で景気の差が

大きい」（電気機械）という指摘があるように、業績回復の程

度には企業格差があり、地方の中小企業では売上増をし

のぐ経費の上昇圧力に悩まされることも多い。

経営の足かせになるのは、「燃料高騰、高速道路料金の

改定により、さらにコスト増が懸念される」（運輸・通信業）な

ど原燃料費に加え、「技術者及び下請会社の人員不足が

課題」（建設業）といった人員の確保難とそれに伴う人件費

の増大だ。

ただ、デフレからインフレへの構造転換は今や日本経済

の大きなうねりになろうとしているだけに、コストの増加はや

むを得ない面がある。変化の波をむしろ推進力にして、経

費増を上回る売上増を実現できるか、夏場以降の商戦で

の経営戦略が問われることになる。

インフレへの波を積極経営の推進力に

現場は現場は

語る。語る。
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プロフィール

おくだ・しげよし 昭和３０年、鳥取市

生まれ。京都産業大学卒業後、同５３

年、日ノ丸西濃運輸株式会社に入社。

同社では取締役経理部長、常務取締

役などを経て、平成２６年より現職。

消費増税の反動減の幅は想定内。
コスト高対応・人材確保が課題に

景気見通しインタビュー （８回シリーズ）

”Ｒ”の補助線”Ｒ”の補助線 ～地方・実感・復興の視座から～～地方・実感・復興の視座から～ ５

日ノ丸西濃運輸 専務取締役 奥田 繁吉氏
統計データに現場で躍動する産業人の目線から光を当てると、経済の実像が鮮
やかに浮かび上がる。その視座は地方（region）の現実・実感（reality）と復興・復
活（revivale）。今回は運輸業界の奥田氏が調査結果に「Ｒの補助線」を引く。

特別企画



統 計 表



■第１表　業界の景気判断　（全産業・業種別）

変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ 変わらない 上昇 下　降 不　明 ＢＳＩ

1 全　産　業 44 9 46 2 -37 52 25 12 11 13 45 27 8 20 19  1

2 製　造　業 39 21 38 1 -17 40 31 13 16 18 39 24 4 33 20  2

3  食料品 56 25 19 0 6 47 29 24 0 5 41 53 0 6 53  3

4  衣服･その他 13 25 50 13 -25 38 0 38 25 -38 25 13 25 38 -12  4

5  パルプ･紙 33 17 50 0 -33 33 33 17 17 16 50 33 0 17 33  5

6  金属製品 0 25 75 0 -50 38 50 0 13 50 63 25 0 13 25  6

7  一般機械 50 13 38 0 -25 50 25 0 25 25 50 0 0 50 0  7

8  電気機械 42 23 35 0 -12 35 35 13 16 22 39 13 6 42 7  8

9  その他 33 11 50 6 -39 50 17 6 28 11 28 33 0 39 33  9

10 非 製 造 業 44 7 47 2 -40 54 24 12 10 12 46 28 9 17 19 10

11  建設業 39 9 43 9 -34 52 22 13 13 9 48 17 4 30 13 11

12  運輸･通信業 36 14 50 0 -36 64 23 9 5 14 41 41 5 14 36 12

13  卸売･小売業 24 9 62 6 -53 35 38 9 18 29 38 29 9 24 20 13

14  サービス業 35 13 52 0 -39 50 30 12 8 18 40 23 13 23 10 14

15  その他 64 0 36 0 -36 62 15 15 8 0 54 31 8 8 23 15

■第２表　自己企業の売上高判断　―増減の状況・見通し―　（全産業・業種別）

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

1 全　産　業 36 19 45 -26 48 38 14 24 55 30 15 15  1

2 製　造　業 35 29 37 -8 43 32 25 7 55 34 11 23  2

3  食料品 35 47 18 29 35 29 35 -6 24 76 0 76  3

4  衣服･その他 25 13 63 -50 50 0 50 -50 38 25 38 -13  4

5  パルプ･紙 17 50 33 17 33 50 17 33 67 17 17 0  5

6  金属製品 25 25 50 -25 63 25 13 12 63 25 13 12  6

7  一般機械 38 13 50 -37 63 38 0 38 88 13 0 13  7

8  電気機械 39 29 32 -3 41 38 21 17 61 21 18 3  8

9  その他 28 17 56 -39 47 18 35 -17 53 47 0 47  9

10 非 製 造 業 36 17 46 -29 49 39 13 26 55 30 15 15 10

11  建設業 39 22 39 -17 41 36 23 13 59 14 27 -13 11

12  運輸･通信業 41 23 36 -13 59 27 14 13 45 41 14 27 12

13  卸売･小売業 18 15 68 -53 38 47 15 32 56 32 12 20 13

14  サービス業 23 28 48 -20 44 44 12 32 63 21 16 5 14

15  その他 53 7 40 -33 57 36 9 27 50 36 14 22 15

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期 平成26年10月～12月期

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期 平成26年10月～12月期



■第３表　自己企業の売上高判断　－増減要因－　（全産業・業種別）

販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格 販売数量 販売価格

1 全　産　業 94 9 96 26 94 3 93 3  1

2 製　造　業 100 0 92 31 94 0 87 0  2

3  食料品 100 0 100 33 100 0 100 0  3

4  衣服･その他 100 0 100 40 - - 100 0  4

5  パルプ･紙 100 0 100 0 100 0 100 0  5

6  金属製品 100 0 75 50 50 0 100 0  6

7  一般機械 100 0 100 75 100 0 - -  7

8  電気機械 100 0 90 20 100 0 83 0  8

9  その他 100 0 90 50 100 0 100 0  9

10 非 製 造 業 93 10 97 21 94 3 94 4 10

11  建設業 60 20 78 11 88 13 80 0 11

12  運輸･通信業 100 20 100 38 100 0 100 0 12

13  卸売･小売業 100 20 100 43 88 6 100 0 13

14  サービス業 88 12 97 24 88 4 86 14 14

15  その他 100 0 100 17 100 0 100 0 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第４表　自己企業の経常利益判断　―増減の状況・見通し―　（全産業・業種別）

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

1 全　産　業 41 14 45 -31 59 27 14 13 56 32 12 20  1

2 製　造　業 31 28 40 -12 50 27 23 4 51 38 11 27  2

3  食料品 35 47 18 29 35 29 35 -6 24 76 0 76  3

4  衣服･その他 25 0 75 -75 50 0 50 -50 50 25 25 0  4

5  パルプ･紙 50 17 33 -16 50 33 17 16 50 17 33 -16  5

6  金属製品 25 25 50 -25 63 25 13 12 63 25 13 12  6

7  一般機械 25 25 50 -25 88 13 0 13 86 14 0 14  7

8  電気機械 30 27 43 -16 48 34 17 17 55 28 17 11  8

9  その他 33 22 44 -22 53 12 35 -23 53 47 0 47  9

10 非 製 造 業 43 12 46 -34 61 27 13 14 57 31 12 19 10

11  建設業 39 4 57 -53 59 36 5 31 59 14 27 -13 11

12  運輸･通信業 45 5 50 -45 59 14 27 -13 41 41 18 23 12

13  卸売･小売業 21 12 68 -56 41 41 18 23 53 32 15 17 13

14  サービス業 25 22 53 -31 49 36 15 21 56 26 18 8 14

15  その他 67 7 27 -20 79 14 7 7 64 36 0 36 15

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期

増 加 要 因 減 少 要 因 増 加 要 因 減 少 要 因

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期 平成26年10月～12月期



■第５－１表 自己企業の経常利益判断―増減要因 平成26年4月～6月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

1 全　産　業 63 19 9 1 0 33 89 18 9 11 0 3  1

2 製　造　業 89 2 9 6 0 9 78 8 16 20 0 8  2

3  食料品 100 13 13 13 0 0 100 0 0 0 0 0  3

4  衣服･その他 - - - - - - 83 17 17 17 0 17  4

5  パルプ･紙 100 0 0 0 0 0 100 0 0 50 0 0  5

6  金属製品 100 0 0 0 0 0 75 0 0 0 0 0  6

7  一般機械 50 0 0 0 0 50 100 0 25 0 0 0  7

8  電気機械 88 0 13 0 0 13 69 15 23 23 0 15  8

9  その他 100 0 0 25 0 0 75 0 13 38 0 0  9

10 非 製 造 業 59 21 9 0 0 37 91 19 8 9 0 2 10

11  建設業 100 100 0 0 0 0 77 15 15 8 0 8 11

12  運輸･通信業 100 0 0 0 0 0 73 9 18 36 0 0 12

13  卸売･小売業 100 50 0 0 0 0 96 26 4 4 0 0 13

14  サービス業 85 15 31 0 0 0 88 13 16 16 0 6 14

15  その他 0 0 0 0 0 100 100 25 0 0 0 0 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

■第５－２表 自己企業の経常利益判断－増減要因 平成26年7月～9月期 (全産業・業種別）

販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他 販売数量 販売価格 人件費 原材料費 金利負担 その他

1 全　産　業 95 17 1 2 1 1 57 36 12 7 0 2  1

2 製　造　業 94 6 0 8 0 0 77 11 23 8 0 0  2

3  食料品 100 40 0 0 0 0 67 0 17 0 0 0  3

4  衣服･その他 - - - - - - 100 25 0 0 0 0  4

5  パルプ･紙 100 0 0 0 0 0 100 0 0 100 0 0  5

6  金属製品 50 0 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0  6

7  一般機械 100 0 0 0 0 0 - - - - - -  7

8  電気機械 100 0 0 0 0 0 80 20 40 0 0 0  8

9  その他 100 0 0 50 0 0 83 0 0 33 0 0  9

10 非 製 造 業 95 18 1 1 1 1 54 40 11 6 0 3 10

11  建設業 88 25 0 0 0 0 100 0 0 0 0 0 11

12  運輸･通信業 100 33 0 0 0 0 33 0 50 33 0 0 12

13  卸売･小売業 86 36 7 0 0 0 100 0 17 0 0 17 13

14  サービス業 95 24 0 5 5 5 89 11 11 11 0 0 14

15  その他 100 0 0 0 0 0 0 100 0 0 0 0 15

【注】「増減要因」は、分母を「増加」または「減少」と回答した事業所数としている

増　　加　　要　　因 減　　少　　要　　因

増　　加　　要　　因 減　　少　　要　　因



■第６表　自己企業の生産数量の判断(製造業)

変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ 変わらない 増加 減　少 ＢＳＩ

1 製　造　業 33 31 37 -6 52 27 21 6  1

2  食料品 44 44 13 31 31 38 31 7  2

3  衣服･その他 25 13 63 -50 38 13 50 -37  3

4  パルプ･紙 17 50 33 17 50 33 17 16  4

5  金属製品 25 25 50 -25 63 25 13 12  5

6  一般機械 50 13 38 -25 71 29 0 29  6

7  電気機械 30 33 37 -4 57 29 14 15  7

8  その他 33 17 50 -33 53 12 35 -23  8

■第７表　在庫水準の判断　（製造業、卸売・小売業） ■第８表　自己企業の生産設備の規模判断　（製造業）

適正 過大 不足 ＢＳＩ 適正 過大 不　足 ＢＳＩ 適正 過大 不　足 ＢＳＩ

1 製　造　業 73 19 8 11 85 7 7 0 1 1 製　造　業 67 20 13 7 1

2  食料品 76 18 6 12 88 0 12 -12 2 2  食料品 75 6 19 -13 2

3  衣服･その他 100 0 0 0 100 0 0 0 3 3  衣服･その他 100 0 0 0 3

4  パルプ･紙 83 0 17 -17 83 17 0 17 4 4  パルプ･紙 50 17 33 -16 4

5  金属製品 75 0 25 -25 100 0 0 0 5 5  金属製品 38 38 25 13 5

6  一般機械 50 25 25 0 71 14 14 0 6 6  一般機械 75 0 25 -25 6

7  電気機械 75 21 4 17 85 7 7 0 7 7  電気機械 67 20 13 7 7

8  その他 65 24 12 12 80 13 7 6 8 8  その他 67 33 0 33 8

9 卸売・小売業 79 15 6 9 88 6 6 0 9

生　　　　産　　　　数　　　　量

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期

生　産　設　備

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期 平成26年4月末時点



■第９―１表　設備投資の動向（全産業・業種別） 平成26年1月～3月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

1 全　産　業 68 32 34 27 66 1 4 6 1 0  1

2 製　造　業 74 26 39 42 51 6 12 6 7 0  2

3  食料品 82 18 33 33 67 0 33 0 0 0  3

4  衣服･その他 75 25 0 0 100 0 0 0 0 0  4

5  パルプ･紙 67 33 0 50 50 50 50 50 0 0  5

6  金属製品 63 38 33 67 67 0 0 0 33 0  6

7  一般機械 100 0 - - - - - - - -  7

8  電気機械 68 32 50 60 40 10 10 10 10 0  8

9  その他 83 17 33 0 67 0 0 0 0 0  9

10 非 製 造 業 67 33 33 25 68 0 3 6 0 0 10

11  建設業 91 9 0 0 50 0 0 50 0 0 11

12  運輸･通信業 73 27 33 0 50 0 0 17 0 0 12

13  卸売･小売業 85 15 60 40 20 0 0 0 0 0 13

14  サービス業 83 17 30 10 80 0 10 0 0 0 14

15  その他 40 60 33 44 89 0 0 0 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況。「投資目的」は、分母を「実施した」と回答した事業所数としている

■第９―２表　設備投資の動向（全産業・業種別） 平成26年4月～6月期

実施しない 実施した 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

（する） 力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

1 全　産　業 70 30 40 26 72 2 8 3 0 0  1

2 製　造　業 71 29 43 38 57 15 2 0 0 0  2

3  食料品 65 35 17 33 83 0 0 0 0 0  3

4  衣服･その他 75 25 50 0 100 0 0 0 0 0  4

5  パルプ･紙 67 33 50 100 100 0 0 0 0 0  5

6  金属製品 63 38 33 67 33 0 33 0 0 0  6

7  一般機械 88 13 100 0 100 0 0 0 0 0  7

8  電気機械 68 32 50 50 40 30 0 0 0 0  8

9  その他 83 17 33 0 67 0 0 0 0 0  9

10 非 製 造 業 70 30 40 24 74 0 9 3 0 0 10

11  建設業 87 13 33 33 33 0 33 33 0 0 11

12  運輸･通信業 68 32 29 14 71 0 14 0 0 0 12

13  卸売･小売業 76 24 63 38 63 0 13 0 0 0 13

14  サービス業 83 17 10 10 80 0 10 0 0 0 14

15  その他 53 47 57 29 86 0 0 0 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施状況（見通し）。「投資目的」は、分母を「実施した（する）」と回答した事業所数としている

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的



■第９―３表　設備投資の動向（全産業・業種別） 平成26年7月～9月期

実施しない 実施する 生産販売 合 理 化 設 備 の 研究開発 新規事業 事務所等 福利厚生 そ の 他

力の強化 省 力 化 補修更新 の 増 築 施    設

1 全　産　業 78 22 47 31 65 1 4 8 0 0  1

2 製　造　業 73 27 41 21 70 10 5 5 0 0  2

3  食料品 82 18 0 0 100 0 0 0 0 0  3

4  衣服･その他 88 13 0 0 100 0 0 0 0 0  4

5  パルプ･紙 67 33 0 100 50 0 0 0 0 0  5

6  金属製品 50 50 75 50 50 0 0 0 0 0  6

7  一般機械 88 13 0 0 100 0 0 0 0 0  7

8  電気機械 68 32 60 30 50 20 10 10 0 0  8

9  その他 83 17 33 0 100 0 0 0 0 0  9

10 非 製 造 業 79 21 48 33 65 0 4 9 0 0 10

11  建設業 91 9 50 0 0 0 0 50 0 0 11

12  運輸･通信業 73 27 33 17 67 0 0 0 0 0 12

13  卸売･小売業 85 15 60 80 80 0 0 0 0 0 13

14  サービス業 88 12 29 14 57 0 14 14 0 0 14

15  その他 67 33 60 40 80 0 0 0 0 0 15

【注】「設備投資の実施」は１千万円以上の設備投資の実施見通し。「投資目的」は、分母を「実施する」と回答した事業所数としている

■第１０表　資金繰りの判断　（全産業・業種別）

適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ 適正 余裕がある 余裕がない ＢＳＩ

1 全　産　業 66 10 24 -14 67 9 23 -14  1

2 製　造　業 52 11 37 -26 53 9 39 -30  2

3  食料品 65 12 24 -12 59 12 29 -17  3

4  衣服･その他 63 0 38 -38 63 0 38 -38  4

5  パルプ･紙 67 33 0 33 67 33 0 33  5

6  金属製品 63 25 13 12 63 25 13 12  6

7  一般機械 38 13 50 -37 43 14 43 -29  7

8  電気機械 47 10 43 -33 50 7 43 -36  8

9  その他 50 6 44 -38 50 0 50 -50  9

10 非 製 造 業 68 9 22 -13 70 10 20 -10 10

11  建設業 76 12 12 0 76 0 24 -24 11

12  運輸･通信業 80 7 13 -6 80 7 13 -6 12

13  卸売･小売業 74 0 26 -26 74 0 26 -26 13

14  サービス業 52 10 38 -28 60 13 27 -14 14

15  その他 73 13 13 0 71 14 14 0 15

設備投資の実施 投　　　　　　　資　　　　　　　　目　　　　　　　的

平成26年4月～6月期 平成26年7月～9月期



■第１１表　企業経営上の問題点（全産業・業種別) 平成26年5月1日現在

単位：％
生産設備 生産設備 人手過剰 人手不足 代　　金 金    利 原材料品 競争激化 売    上 仕入商品 製品販売 原材料等 人 件 費 円    高 円    安

過　　剰 不　　足 回 収 難 負 担 増 不    足 受注不振 不    足 価 格 安 価 格 高 増    大

1 全　産　業 2 4 1 32 1 4 1 56 40 0 17 38 19 0 15  1

2 製　造　業 2 6 0 9 0 10 3 42 50 0 36 43 16 1 15  2

3  食料品 0 13 0 7 0 7 13 47 33 0 27 73 7 0 20  3

4  衣服･その他 0 0 14 0 0 0 0 29 29 0 14 57 43 0 29  4

5  パルプ･紙 0 0 0 17 0 0 0 67 67 0 0 100 0 0 17  5

6  金属製品 0 0 0 29 0 0 0 29 57 0 57 29 0 14 14  6

7  一般機械 0 25 0 13 0 0 0 38 38 0 63 50 13 0 13  7

8  電気機械 3 6 0 10 0 13 0 45 52 0 39 32 19 0 13  8

9  その他 0 0 0 0 0 12 6 35 59 0 29 41 18 0 12  9

10 非 製 造 業 2 4 2 36 2 4 0 58 38 1 15 38 19 0 15 10

11  建設業 0 5 5 58 0 11 0 58 47 0 16 32 21 0 0 11

12  運輸･通信業 0 11 0 33 6 6 0 39 22 0 6 67 28 0 6 12

13  卸売･小売業 3 0 0 24 3 0 3 52 69 0 24 34 14 0 7 13

14  サービス業 4 7 4 42 2 7 0 64 53 2 20 31 24 0 7 14

15  その他 0 0 0 31 0 0 0 62 15 0 8 38 15 0 31 15

■第１２表　円相場の影響　（全産業・業種別）

単位：％

な　い 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他 為替損益 輸出増減 価格変動 その他

円高 円安 圧　力 圧　力 圧　力

1 全　産　業 74 5 22 3 27 58 0 38 4 53 6 32 8 54 5  1

2 製　造　業 60 8 32 26 13 34 0 66 5 29 1 58 7 30 1  2

3  食料品 65 0 35 - - - - 67 0 33 0 67 0 33 0  3

4  衣服･その他 50 0 50 - - - - 50 0 25 25 50 0 25 25  4

5  パルプ･紙 50 0 50 - - - - 33 0 67 0 33 0 67 0  5

6  金属製品 75 0 25 - - - - 50 0 50 0 50 0 50 0  6

7  一般機械 63 13 25 0 0 100 0 0 0 100 0 0 0 100 0  7

8  電気機械 52 13 35 50 25 25 0 64 9 27 0 60 13 26 0  8

9  その他 78 6 17 0 0 100 0 100 0 0 0 74 0 26 0  9

10 非 製 造 業 76 4 21 0 29 62 0 33 4 56 7 28 8 57 6 10

11  建設業 87 0 13 - - - - 0 0 100 0 0 0 100 0 11

12  運輸･通信業 73 5 23 0 0 100 0 0 0 100 0 0 0 100 0 12

13  卸売･小売業 74 3 24 0 0 100 0 13 0 88 0 12 0 89 0 13

14  サービス業 85 2 13 0 100 0 0 13 13 50 25 11 25 43 22 14

15  その他 67 7 27 0 0 100 0 75 0 25 0 60 0 40 0 15

【注】「影響の内容」は、分母はを「円相場の影響」において「ある」と回答した事業所数としている

合計

あ　る

円相場の影響 円高の影響 円安の影響



■第１３表　輸出割合

単位：％

な　い あ　る 0～20% 21～40% 41～60% 61～80% 81～100%

1 全　産　業 88 12 83 14 0 0 3  1

2 製　造　業 74 26 80 16 0 0 4  2

3  食料品 82 18 100 0 0 0 0  3

4  衣服･その他 87 13 100 0 0 0 0  4

5  パルプ･紙 67 33 50 50 0 0 0  5

6  金属製品 87 13 100 0 0 0 0  6

7  一般機械 50 50 100 0 0 0 0  7

8  電気機械 65 35 64 27 0 0 9  8

9  その他 83 17 100 0 0 0 0  9

10 非 製 造 業 97 3 100 0 0 0 0 10

11  建設業 100 0 - - - - - 11

12  運輸･通信業 100 0 - - - - - 12

13  卸売･小売業 97 3 100 0 0 0 0 13

14  サービス業 95 5 100 0 0 0 0 14

15  その他 100 0 - - - - - 15

【注】「輸出の割合」は、分母を「輸出の有無」において「ある」と回答した事業所数としている

輸出の有無 輸出の割合



平成２６年第２回

秘 鳥取県企業経営者見通し調査票

※ なるべく事業所の経営者または責任者の方が記入して下さい。

事 業 所 の 名 称

所 在 地 (〒 － )

主な事業の内容 （出荷額、販売額が最大のものを記入して下さい）

回 答 者 職 氏 名 電話 （ ）局 番

この調査は、鳥取県統計調査条例に基づき鳥取県が実施する県単独調査です。
秘密の保護には万全を期していますので、ありのままを記入して下さい。

＜あなたの判断、見通しを該当する欄に○をして下さい。＞

１ 業 界 の 景 気 に つ い て（全産業）

変わらない 上 昇 下 降 不 明

(平成２６年１～３月期に比べ) (1) (2) (3) (4)

平成２６年４～６月期は
(平成２６年４～６月期に比べ) (5) (6) (7) (8)

平成２６年７～９月期は
(平成２６年７～９月期に比べ) (9) (10) (11) (12)

平成２６年10～12月期は

＜以下は、あなたの事業所についておたずねします。＞

２ 売 上 高 に つ い て（全産業）

変わらない 増 加 減 少 販売数量 販売価格

(１～３月期に比べ) (13) (14) (15) (16) (17)
４～６月期

平成２６年４～６月期は 増減要因
(４～６月期に比べ) (18) (19) (20) (21) (22)

７～９月期
平成２６年７～９月期は
(７～９月期に比べ) (23) (24) (25)
平成２６年10～12月期は

３ 経 常 利 益 に つ い て（全産業）

販 売 販 売 原 材 金 利
変わらない 増 加 減 少 人件費 その他

数 量 価 格 料 費 負 担
(１～３月期に比べ) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33) (34)

４～６月期
平成２６年４～６月期は 増減要因は
(４～６月期に比べ) (35) (36) (37) (２つ以内) (38) (39) (40) (41) (42) (43)

７～９月期
平成２６年７～９月期は
(７～９月期に比べ) (44) (45) (46)
平成２６年10～12月期は

４ 設 備 投 資 に つ い て（全産業）

（総額）
生産力 合理化 既存設備 研 究 新 規 事務所 福 利

１千万円以上の投資を ･
販売力 ・ の補修 倉庫等 厚 生 その他

しない した(する) の強化 省力化 ･更新 開 発 事 業 の建築 施 設

平成２６年 (47) (48) (49) (50) (51) (52) (53) (54) (55) (56)
１～３月期

１～３月期は
平成２６年 (57) (58) 目的は (59) (60) (61) (62) (63) (64) (65) (66)

４～６月期
４～６月期は (いくつ
平成２６年 (67) (68) でも) (69) (70) (71) (72) (73) (74) (75) (76)

７～９月期
７～９月期は

（ 裏面に続きます ）

連 鳥 取 県 庁 統 計 課

絡 〒680-8570 鳥取市東町1丁目220

先 電話 0857-26-7104 FAX 0857-23-5033

調査基準日 平成26年５月１日

提 出 期 限 平成26年５月９日(金)

※ 法人番号 産業分類

※ ※



５ 生 産 設 備 に つ い て（製造業のみ）

適 正 過 大 不 足

(77) (78) (79)
平 成 ２ ６ 年 ４月末の状況

６ 生 産 数 量 に つ い て（製造業のみ）

変わらない 増 加 減 少

(平成２６年１～３月期に比べ) (80) (81) (82)
平成２６年４～６月期は

(平成２６年４～６月期に比べ) (83) (84) (85)
平成２６年７～９月期は

７ 製 品 ・ 商 品 の 在 庫 水 準 に つ い て（製造業、卸売・小売業のみ）

適 正 過 大 不 足

(平成２６年１～３月期に比べ) (86) (87) (88)
平成２６年４～６月期は

(平成２６年４～６月期に比べ) (89) (90) (91)
平成２６年７～９月期は

８ 資 金 繰 り に つ い て（全産業）

適 正 余裕がある 余裕がない

(平成２６年１～３月期に比べ) (92) (93) (94)
平成２６年４～６月期は

(平成２６年４～６月期に比べ) (95) (96) (97)
平成２６年７～９月期は

９ 企 業 経 営 上 の 問 題 点 に つ い て（３つ以内）（全産業）

（98 ）生産設備過剰 （99 ）生産設備不足 （100 ）人手過剰 （101 ）人手不足
（102 ）代金回収難 （103 ）金利負担増 （104 ）原材料不足 （105 ）競争激化
（106 ）売上・受注不振 （107 ）仕入商品不足 （108 ）製品・販売価格安 （109 ）原材料･仕入価格高
（110 ）人件費増大 （111 ）円高 （112 ）円安

１０ 対 米 ド ル 円 相 場 の 影 響 に つ い て（全産業）

円相場の影響が

(113)
な い

(114)
円高 影響は 為替損益 輸出増減 価格変動圧力 その他（具体的に）

あ る
(115) (１つ選択) (116) (117) (118) (119)

円安

１１ 輸 出 に つ い て（全産業）

輸 出 が

(120)
な い ０～２０％ ２１～４０％ ４１～６０％ ６１～８０％ ８１～100％

輸出割合は
(121) (122) (123) (124) (125) (126)

あ る
(１つ選択)

１２ 現 在 の 景 況 感 、 企 業 経 営 上 の 問 題 点 に つ い て 記 入 し て 下 さ い 。

御協力ありがとうございました。

※ 法人番号 産業分類

※ ※



鳥取県
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